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第４章 

～子ども・子育て支援法にかかる 

事業計画～ 
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令和５年の『子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正』の主なポイントは、「家庭支援事業

の新設・拡充」、「こども家庭センター及び地域子育て相談機関に関する事項の追加」、「こどもの権利

擁護に関する事項の追加」です。 

家庭支援事業については子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業

を新設し、子育て世帯に対する包括的な支援を行います。また、市町村子ども・子育て支援事業計画

の任意掲載事項として、こども家庭センターと地域子育て相談機関の設置や連携をはかることが規

定されました。 

令和６年には「妊婦等包括相談支援事業」「乳児等通園支援事業」が創設され、あわせて「産後ケ

ア事業」が子ども・子育て支援事業に位置付けられました。 

「こども未来戦略」の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を着実に実行するため、ライフステー

ジを通じた子育てに係る経済的支援の強化、全ての子ども・子育て世帯を対象とする支援の拡充、共

働き・共育ての推進を目指しています。 

 

 

（１）家庭支援事業について 

新規３事業（子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業）を

「養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援に資する事業」に位置づけたうえで、量の見

込みの算出に際して利用勧奨・措置による提供も勘案の上、設定します。 

  

 

（２）こども家庭センター及び地域子育て相談機関に関する事項の追加 

  全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの一体的な相談支援等を行うこども家庭センターを設置し、

身近な子育て支援の場（保育所等）において地域子育て相談機関の整備に努めます。 

こども家庭センターを中心とした地域子育て相談支援機関を始めとする関係機関の連携につい

て規定し、必要に応じてサポートプランを作成するなどして、家庭支援等につなげます。 

  

 

（３）乳児等通園支援制度（こども誰でも通園制度）の創設 

  全ての子どもの育ちを応援し、子どもの良質な生育環境を整備することを目的として、保護者

の就労要件等を問わず、未就園（0歳６か月～満３未満）の子どもでも、月一定時間まで保育所

などに通園できる事業です。 

    

子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正概要 1 
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  事業名 実施区域 

1 利用者支援事業 宇佐市全域 

2 地域子育て支援拠点事業 宇佐市全域 

3 妊婦健康診査事業 宇佐市全域 

4 乳児家庭全戸訪問事業 宇佐市全域 

5 養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援に資する事業 宇佐市全域 

6 子育て短期支援事業 宇佐市全域 

7 ファミリー・サポート・センター事業 宇佐市全域 

8 一時預かり事業 
教育・保育

提供区域 
9 延長保育事業 

10 病児・病後児保育事業 宇佐市全域 

11 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 小学校区 

12 
妊婦等包括相談支援事業 

 
宇佐市全域 

13 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 宇佐市全域 

14 産後ケア事業 
宇佐市全域 
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国の基本指針では、各事業等を実施していくうえで計画的に提供体制を確保するために、「地域

の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域」（以下「教育・保

育提供区域」という。）を設定すること、また、「教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業で

利用の実態が異なる場合には、実態に応じて実施区域を設定する」ことなどが必須事項とされてい

ます。 

そこで、区域設定について、地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、現在の教育・保育

の利用状況、施設の整備状況、その他条件を総合的に勘案して、小学校区単位、中学校区単位、行

政区単位等、地域の実情に応じて、各事業の実施区域を検討しました。 

本市では、検討の結果、教育・保育の提供区域については 3区域（宇佐、安心院、院内）としま

す。 

（宇佐、安心院、院内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育・保育提供区域の設定 ２ 
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教育・保育の利用状況及び実態調査により把握する利用希望を踏まえ、教育・保育提供区域での

均衡の取れた教育・保育の提供が行えるよう、就学前児童及び小学生児童数の推移、教育・保育施

設の配置状況及び地域の実情等を考慮し、宇佐区域、安心院区域、院内区域での「令和７年度から

令和１１年度」までの5か年における「教育・保育の量の見込みと確保方策」を定めます。 

なお、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業のニーズ量推計にあたっては、就学前児童お

よび小学生の保護者を対象者としたニーズ調査の結果をもとに、国が示した「市町村子ども・子育

て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き」 の手順に沿って算出し、本市

の地域特性の整合性等を検証しながら、一部補正を行いました。 

 

幼児期の学校教育・保育の量の見込みと確保方策 ３ 
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  （１）保育の必要性の認定と給付について 

子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準にもとづき、以下の考

え方で保育の必要性を認定したうえで、給付する仕組みとなっています。 

 

■施設型給付について 

施設型給付の対象事業は、「認定こども園」、「幼稚園」、「認可保育所」等の教育・保育施設で

す。市町村が事業者に対して施設型給付費を支給することになります。ただし、施設型給付は、

次の 2つの給付構成が基本となっています。 

 ａ．満 3歳以上児に対する標準的な教育時間および保護者の就労時間等に応じた保育に対応

する給付  

ｂ．満 3歳未満児の保護者の就労時間等に応じた保育に対応する給付 

 

 

■地域型保育給付について 

 

新制度では定員が 19人以下の保育事業について、市町村による認可事業（地域型保育事業）

として、地域型保育給付の対象となります。地域型保育給付対象事業は、「小規模保育事業」「家

庭的保育事業」「居宅訪問型保育事業」「事業所内保育事業」の 4種類から構成されます。 

 

 

 

 

 

 

資料：国子ども・子育て会議資料
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■認定区分：認定は、次の１～３号の区分で行われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■認定基準：保育の必要性の認定（２号、３号の保育の必要性の認定を受ける子ども）にあた

っては以下の３点について基準を策定します。 

 

 

 

 

 

 

①就労

　フルタイムのほか、パートタイム、夜間の就労など基本的に全ての就労

②就労以外の事由

　保護者の疾病・障がい、産前産後、親族の介護、災害復旧、求職活動及び

　就学等、またそれらに類するものとして宇佐市が定める事由

①保育標準時間

　両親がフルタイムで就労する場合を想定したもの

　就労等の時間が1か月あたり120時間以上である場合

　1日あたり11時間までの利用に対応するもの。

②保育短時間

　両親の両方又はいずれかがパートタイムで就労する場合を想定したもの

　就労等の時間が1か月あたり60時間以上120時間未満である場合

　1日あたり8時間までの利用に対応するもの

優先利用 　ひとり親家庭や虐待のおそれのあるケースの子ども等

事 由

区 分

認定区分 対象者 利用先

お子さんが満3歳以上で、幼稚園等での教育を希望される場合 幼稚園

（子ども・子育て支援法第19条第1項第1号） 認定こども園

お子さんが満3歳以上で、「保育の必要な事由」に該当し、保育
所等での保育を希望される場合

保育所

（子ども・子育て支援法第19条第1項第2号） 認定こども園

保育所

認定こども園

（子ども・子育て支援法第19条第1項第3号） 地域型保育事業

1号認定

2号認定

3号認定

お子さんが満3歳未満で、「保育の必要な事由」に該当し、保育
所等での保育を希望される場合
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

69 67 65 60 58

220 220 220 205 205

特定教育・保育施設 220 220 220 205 205

特定地域型保育事業

151 153 155 145 147

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

4 4 4 4 4

10 10 10 10 10

特定教育・保育施設 10 10 10 10 10

特定地域型保育事業

6 6 6 6 6

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

4 4 4 4 4

6 6 6 6 6

特定教育・保育施設 6 6 6 6 6

特定地域型保育事業

2 2 2 2 2

院内地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

１号認定（教育・保育の量の見込みと確保方策）

宇佐地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

安心院地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

1 号認定 （満 3 歳以上、主に幼稚園を利用希望）の 

  教育・保育の量の見込みと確保方策 
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

717 689 678 625 599

幼児期の学校教育の利用希望が強い 75 72 71 66 63

上記以外 642 617 607 559 536

845 839 834 837 832

特定教育・保育施設 845 839 834 837 832

特定地域型保育事業

128 150 156 212 233

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

37 37 36 36 35

幼児期の学校教育の利用希望が強い 4 4 4 4 4

上記以外 33 33 32 32 31

46 46 46 46 46

特定教育・保育施設 46 46 46 46 46

特定地域型保育事業

9 9 10 10 11

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

42 40 40 40 40

幼児期の学校教育の利用希望が強い 4 4 4 4 4

上記以外 38 36 36 36 36

69 69 69 69 69

特定教育・保育施設 69 69 69 69 69

特定地域型保育事業

27 29 29 29 29

過不足（②－①）

院内地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

②確保方策

２号認定（教育・保育の量の見込みと確保方策）

宇佐地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

安心院地区

①量の見込み（必要利用定員数）

２号認定 （満 3 歳以上、主に保育所を利用希望）の 

  教育・保育の量の見込みと確保方策 



36 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

157 153 148 144 141

168 167 166 165 164

特定教育・保育施設 168 167 166 165 164

特定地域型保育事業

11 14 18 21 23

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

5 5 4 4 4

6 6 6 6 6

特定教育・保育施設 6 6 6 6 6

特定地域型保育事業

1 1 2 2 2

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

7 7 7 7 7

8 8 8 8 8

特定教育・保育施設 8 8 8 8 8

特定地域型保育事業

1 1 1 1 1

②確保方策

過不足（②－①）

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

安心院地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

院内地区

①量の見込み（必要利用定員数）

３号認定　０歳（教育・保育の量の見込みと確保方策）

宇佐地区

３号認定（０歳児）（満 3歳未満、主に保育所を利用希 

   望）の教育・保育の量の見込みと確保方策 
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

167 163 159 154 150

244 243 241 241 239

特定教育・保育施設 244 243 241 241 239

特定地域型保育事業

77 80 82 87 89

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

6 6 5 5 5

9 9 9 9 9

特定教育・保育施設 9 9 9 9 9

特定地域型保育事業

3 3 4 4 4

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

9 8 8 8 8

13 13 13 13 13

特定教育・保育施設 13 13 13 13 13

特定地域型保育事業

4 5 5 5 5

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

院内地区

３号認定　１歳（教育・保育の量の見込みと確保方策）

宇佐地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

安心院地区

３号認定（1 歳児）（満 3 歳未満、主に保育所を利用 

    希望）の教育・保育の量の見込みと確保方策 
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令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

173 161 156 152 148

267 265 263 261 259

特定教育・保育施設 267 265 263 261 259

特定地域型保育事業

94 104 107 109 111

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

13 9 8 7 7

9 9 9 9 9

特定教育・保育施設 9 9 9 9 9

特定地域型保育事業

-4 0 1 2 2

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

9 9 9 9 9

14 14 14 14 14

特定教育・保育施設 14 14 14 14 14

特定地域型保育事業

5 5 5 5 5

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

過不足（②－①）

②確保方策

過不足（②－①）

院内地区

過不足（②－①）

安心院地区

①量の見込み（必要利用定員数）

３号認定　２歳（教育・保育の量の見込みと確保方策）

宇佐地区

①量の見込み（必要利用定員数）

②確保方策

ニーズ調査の結果から、国の「量の見込みの算出等のための手引き」に
基づく算出と人口統計を勘案し、量として見込むこととします。

３号認定（2 歳児）（満 3 歳未満、主に保育所を利用 

    希望）の教育・保育の量の見込みと確保方策 
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（１）目的 

教育・保育の一体的な提供の推進においては、単に幼稚園・保育所の施設的な統廃合や保護者の

就労支援の観点のみならず、教育・保育的な観点、子どもの育ちの観点を大切に考え、子どもが健

やかに育成されるよう教育・保育機能の充実（ソフト的整備）と施設整備（ハード的整備）を一体

的にとらえた環境の整備が重要です。 

幼児期の教育・保育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う極めて重要なものであり、子どもの

最善の利益を第一に考えながら、子どもたちに質の高い教育・保育の提供を行うとともに、保護者

や地域の子育て力の向上に向けた支援を実施するため、教育・保育の一体的な運営の推進を図りま

す。 

 

① 質の高い教育・保育の提供 

幼稚園・保育所としてこれまで培われてきた知識・技能など双方の良さを活かし、子どもの

発達段階に応じたより質の高い教育・保育を提供することにより、生涯にわたる人格形成の基

礎を培います。 

 

② 適正な集団規模の確保 

子どもの健やかな育ちに重要となる集団生活や異年齢交流などを幅広く実施するため、子

どもの育ちの視点に立った適正な施設規模の確保に努めます。 

 

③ 親や地域の子育て力の向上 

保護者や地域の子育て力が高まるよう、子育てに関する相談活動や親子の集いの場を設け

るなど、地域に開かれた子育て支援施設としての機能の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幼児期の学校教育・保育の一体的提供の推進 ４ 
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（２）教育・保育の一体的な提供の推進 

幼保一体型施設については、地域の実情や施設の状況、教育・保育提供区域を踏まえ、地域の理

解を十分得たうえ、可能な地域から順次整備を行い、保護者・子どもの幼児教育・保育施設への入

園に対する選択肢の幅を広げていきます。 

また、新たなカリキュラム等の策定や合同研修・交流を引き続き実施し、教育・保育の一体的な

提供の推進を図ります。 

 

① 教育・保育機能の充実 

・幼稚園・保育所における新たなカリキュラム等の策定 

幼保小が協働し、共通の視点を持って教育課程や指導計画等を具体化できるよう架け橋

期のカリキュラムの作成に取り組みます。 

・合同研修・交流の推進 

幼稚園教諭と保育士の合同研修を通じ交流を深め、情報交換をすることで、教育・保育

の一体的な提供の推進に向けての相互理解に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

② 施設整備 

    地域の実情や認定こども園・保育所の状況、教育・保育の量の見込みに基づき、安心して育

てることができる環境を維持するため、地域の理解を十分得たうえで、財政状況を考慮し、子

ども・子育て会議等に諮りながら、施設の老朽化や耐震化の整備に取り組みます。 

 

 

（３）認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校との連携の推進 

具体的な取り組みとしては、小学校ごとの幼保小連絡会において、継続して関係者の共通理解を

図り、一貫した指導を推進するほか、教員の交流事業などを通じて、認定こども園、幼稚園及び保

育所と小学校との連携を進めています。 
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令和７年度から令和１１年度の計画期間における、「地域子ども・子育て支援事業」の量の見込み

と確保方策は以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 ５ 

 

 

 

 
 うさ児童館内 

 

１．利用者支援事業 

■事業内容 

 身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じた相談・助言等を行う

とともに、関係機関との連絡調整等を実施します。実施にあたり、庁内各所属に分散する子育てに関する情報

を一体的に提供できるよう、体制整備を図る事業です。 

■令和５年度実績 

うさ児童館 利用者数：２７，５８３人 

■量の見込み 

 うさ児童館内の子育てサロン、宇佐市こども家庭センターにて実施中。併せて院内・安心院地域での事業実

施を見込むものとする。 

（単位：か所） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２ ２ ４ ４ ４ 

確保方策 ２ ２ ４ ４ ４ 

■確保に向けての対応策 

 教育・保育施設や子育て支援のサービスに関する情報提供が適切になされるように配置する職員に対する研

修等を行い、また、設置場所については、利用のしやすさを考慮し、地域子育て支援拠点等での事業実施を目

指していきます。 
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３．妊婦健康診査事業 

■事業内容 

 医療機関及び助産所において、妊婦健康診査受診票（14 回）を使用し、健診受診票に記載された項目

を受け、妊娠中の異常を早期に発見し、適切な治療や保健指導につなげるための事業です。 

■令和５年度実績 

 受診件数：４，７８２件 

■量の見込み 

 人口推計による出生数から妊婦数の見込みを算出し、妊婦一人あたりの健診回数を 14 回として、受

診件数を算出しました。 

（単位：人回） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ３，４４４  ３，３６０ ３，２６２ ３，１２２  ３，０３８  

確保方策 ３，４４４ ３，３６０ ３，２６２ ３，１２２  ３，０３８  

■確保に向けての対応策 

 産科医療機関等と連携し、適正な受診に努めます。 

 

２．地域子育て支援拠点事業 

■事業内容 

 子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、地域において子育て親子の交流等を促進す

る子育て支援拠点の設置を推進し、地域の子育て支援機能の充実を図ります。子育ての不安感等を緩和

し、子どもの健やかな育ちを支援することで、子育てに役立つ情報をお知らせするほか、子育てに関す

る悩み等の相談を行う事業です。 

■令和５年度実績 

 ・実施施設数：市内７か所(中学校区ごとに設置) 

 ・利用回数 ：４，８３２人/年 

■量の見込み 

 実対象人数に現在の出生数を反映させて事業実施を見込むものとする。 

（単位：利用延べ

人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ６，６６４ ７，００８ ７，３５２ ７，６９６ ８，０４０ 

確保方策 １０，４００ １０，４００ １０，４００ １０，４００ １０，４００ 

■確保に向けての対応策 

 現状の受け入れ体制で充足しています。今後は活動の充実、周知を図り、利用を促進するとともに、

適正数を維持していきます。 
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４．乳児家庭全戸訪問事業 

■事業内容 

 子育て家庭の孤立を防ぐため、生後 4か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、親子の心身の

状況や養育環境を把握し、子育てに関する情報提供や助言を行います。特に支援が必要な家庭に対し

ては、適切なサービスができるよう関係機関との連携を図る事業です。 

■令和５年度実績 

 訪問件数及び訪問率：２３５件  １００% 

■量の見込み 

 人口推計より対象件数、実施件数を算出しました。 

（単位：人） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み  ２４６  ２４０ ２３３  ２２３  ２１７  

確保方策  ２４６  ２４０ ２３３  ２２３  ２１７  

■確保に向けての対応策 

 訪問の結果、支援が必要な家庭には、関係機関と連携し養育支援訪問事業に繋げるなど継続的な支

援に努めます。 

 

５．養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援に資する事業 

 ①養育支援訪問事業 

■事業内容 

 乳児家庭全戸訪問事業等により、養育について積極的に支援する必要があると判断される家庭に対

して、保健師等の訪問による指導・助言等を行うことで、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決

を図る事業です。 

■令和５年度実績 

 訪問件数：１８９回 

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果からは見込めないため、人口統計と令和５年の実績から対象件数、実施件数にて

算出した数値を量の見込みとします。 

（単位：人） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １６４ １６２ １６４ １６１ １６０ 

確保方策 １６４ １６２ １６４ １６１ １６０ 

■確保に向けての対応策 

 要保護児童等の適切な対応を行うため、関係機関との連携を強化するとともに、支援内容の充実を

図ります。 
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５．養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援に資する事業 

 ②子育て世帯訪問支援事業 

■事業内容 

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー

等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援

を実施する事業です。 

■令和５年度実績 

  

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果からは見込めないため、要保護児童対策地域協議会に登載されたケースより、虐

待・養護により登載されたもののうち、利用勧奨・措置により提供を勘案した数値を量の見込みとし

ます。 

（単位：世帯） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ０ １０ １０ １０ １０ 

確保方策 ０ １０ １０ １０ １０ 

■確保に向けての対応策 

 市若しくは委託にて事業実施し、国が示したガイドラインに沿って、関係機関と連携し支援が必要

な家庭へ利用勧奨を行い支援に努めていきます。 

 

５．養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援に資する事業 

 ③児童育成支援拠点事業 

■事業内容 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、居場所となる場を開設し、

生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭

の状況に応じて関係機関へつなぎ支援を包括的に提供する事業です。 

■令和５年度実績 

  

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果からは見込めないため、要保護児童対策地域協議会に登載されたケースより、虐

待・養護による登載されたもののうち、利用勧奨・措置により提供を勘案した数値を量の見込みとし

ます。 

（単位：人） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ０ ０ １０ １５ ２０ 

確保方策 ０ ０ ２０ ２０ ２０ 

■確保に向けての対応策 

 市若しくは委託にて事業実施し、国が示したガイドラインに沿って、関係機関と連携し支援が必要

な家庭へ利用勧奨を行い支援に努めていきます。 
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５．養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援に資する事業 

 ④親子関係形成支援事業 

■事業内容 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグループワーク、ロー

ルプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、保護者

同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等、親子間における適切な関係性の構築

を図る事業です。 

■令和５年度実績 

  

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果からは見込めないため、要保護児童対策地域協議会に登載されたケースより、虐待・

養護による登載されたもののうち、利用勧奨・措置により提供を勘案した数値を量の見込みとします。 

（単位：世帯） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ０ ０ ５ ５ ５ 

確保方策 ０ ０ ５ ５ ５ 

■確保に向けての対応策 

 市若しくは委託にて事業実施し、国が示したガイドラインに沿って、関係機関と連携し支援が必要な

家庭へ利用勧奨を行い支援に努めていきます。 

 

６．子育て短期支援事業 

■事業内容 

 保護者が疾病、出産、育児不安等で家庭での養育が一時的に困難な場合、その児童を児童養護施設や

里親等で短期的に預かる事業です。 

■令和５年度実績 

 ・実施施設数：３施設 

■量の見込み 

  ニーズ調査の結果からは見込めないため、過去４年間の利用実績の推移より推計した試算値に、里

親等の事業実施による受け入れ先の増加を加味し量の見込とします。 

（単位：利用延べ人数） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

ｼｮｰﾄｽﾃｲ 
量の見込み ６３ ６７ ７１ ７５ ８０ 

確保数 ７５ ８９ １０２ １１７ １３５ 

ﾄﾜｲﾗｲﾄ 
量の見込み ４４ ５１ ６０ ７０ ８２ 

確保数 ５９ ７０ ８３ ９５ １１０ 

■確保に向けての対応策 

 現状の体制で充足しているが、急な対応にも対処できるよう４か所の受入施設からさらに委託先を確

保し、利用しやすい環境を図ります。 
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７．ファミリー・サポート・センター事業 

■事業内容 

 保育所や放課後児童クラブへの送迎を含めて、一時的に子どもを預かってほしい会員（おねがい会

員）の依頼に応じて、育児の手助けができる会員（まかせて会員）を紹介する事業です。 

■令和５年度実績 

・活動件数：４０３件 

・まかせて会員：６２１人、おねがい会員：１，４９５人 ※年間延べ人数    

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果からは見込めず、また、新型コロナウイルス感染症の影響により過去の実績から

も見込めないため令和５年度の実績を量の見込とします。 

（単位：年間延べ

活動人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ３５６ ３５６ ３５６ ３５６ ３５６ 

確保方策 ３５６ ３５６ ３５６ ３５６ ３５６ 

■確保に向けての対応策 

 互いの日程や希望内容のマッチングをスムーズに行うため、援助する会員の確保が必要であること

から、市報等により会員募集を今後さらに推進し、援助会員と両方会員の増加を図ることとします。 

 

８．一時預かり事業（①保育所等における一時預かり） 

■事業内容 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった幼児について、主として昼間において、

保育所等において、一時的に預かる事業です。 

■令和５年度実績 

 ・実施施設数 ：２７か所（認可保育所及び認定こども園）・年間利用延べ人数１，９８５人 

■量の見込み 

 過去３年間の実績と実態調査の結果に基づき算出し、量の見込みとします。 

（単位：年間 

延べ人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２，２９７ ２，１８３ ２，０７４ １，９７１ １，８７３ 

確保方策 ２５，０２２ ２５，０２２ ２５，０２２ ２５，０２２ ２５，０２２ 

■確保に向けての対応策 

 現状の受け入れ態勢で充足しており、現状を維持します。 
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８．一時預かり事業（②幼稚園における一時預かり） 

■事業内容 

認定こども園、幼稚園において教育時間の前後などに希望する者を対象とする預かり保育を行う

事業です。 

■令和５年度実績 

 ・幼稚園型認定こども園：３か所 

 ・幼保連携型認定こども園：１０か所・年間利用延べ人数１６，１６６人 

■量の見込み 

 過去３年間の実績と実態調査の結果に基づき算出し、量の見込みとします。 

（単位：年間

延べ人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １５，４８７ １６，２６２ １７，０７６ １７，９３０ １８，８２７ 

確保方策 ５９，０４０ ５９，０４０ ５９，０４０ ５９，０４０ ５９，０４０ 

■確保に向けての対応策 

 現状の受け入れ態勢で充足しており、現状を維持します。 

 

９．延長保育事業 

■事業内容 

 保護者の就労状況等により、保育所等で、通常の保育時間を延長して保育を行う事業です。 

■令和５年度実績 

 ・実施施設数：１４か所（保育）・年間利用人数１００人 

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果から、国の「量の見込みの算出等のための手引き」に基づき算出し、実態調査の

結果を量として見込むこととします。 

（単位：利用人数） 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ３８２ ３６７ ３６０ ３４３ ３３２ 

確保方策 ４２０ ４２０ ４２０ ４２０ ４２０ 

■確保に向けての対応策 

 現状の受け入れ態勢で充足しており、現状を維持します。 
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１０．病児・病後児保育事業 

■事業内容 

 児童が病気の「回復期」であり、かつ、集団保育が困難な期間において、当該児童を病院・保育所

等に付設された専用スペース又は本事業のための専用施設で一時的に保育するための事業です。 

■令和５年度実績 

 ・実施施設数 ：１か所 

 ・定員    ：８人 

 ・延べ利用人数：９７４人 

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果から、国の「量の見込みの算出等のための手引き」に基づき算出し、実態調査の

結果を量として見込むこととします。 

（単位：利用延べ

人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ２，８８３ ２，７７０ ２，７１８ ２，５８７ ２，５０５ 

確保方策 

延べ人

数/年 
３，２５８ ４，４３７ ４，４３７ ４，４３７ ４，４３７ 

定員/日  ８～１７ １７  １７  １７  １７  

■確保に向けての対応策 

 病気等の急変による緊急対応に備えるため、医療機関に併設する保育施設において実施していま

す。今後も、医師会や医療機関等との協力・連携体制のもと、地域バランスを考慮した実施個所数の

増加に努めます。 
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１１．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

■事業内容 

 保護者が就業等により昼間家庭に保護者がいない児童を対象に、授業が終わった後の遊び及び生

活の場を提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。 

■令和５年度実績 

・実施施設数：２５か所 

 ・定員総数 ：１，０６６人 

 ・実績児童数：６７４人 

■量の見込み 

 ニーズ調査の結果から、国の「量の見込みの算出等のための手引き」に基づき算出し、実態調査

の結果を量として見込むこととします。 

（単位：月間利

用児童人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の

見込

み 

低学年 ６６２ ６１０ ５５２ ５１２ ４９０ 

高学年 ２２２ ２２３ ２１３ ２１３ １９６ 

合計 ８８４ ８３３ ７６５ ７２５ ６８６ 

確保

方策 

登録数 １，１４６ １，１４６ １，１４６ １，１４６ １，１４６ 

施設数 ２７ ２７ ２７ ２７ ２７  

■確保に向けての対応策 

 各小学校区においてニーズを満たすよう施設数の確保に努めます。 

 

１２．妊婦等包括相談支援事業 

■事業内容 

 妊娠時から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報発信 

等を行うとともに、必要な支援につなぐ事業です。 

■令和５年度実績 

 利用者数：実人数 ２４７人  延べ人数 ７４１人 

■量の見込み 

 国の「量の見込みの算出等のための手引き」に基づき、各年度の妊娠届出の推測に１組あたりの

面談回数を乗じて算出します。 

（単位：利用延べ 

人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ７３８ ７２０ ６９９ ６６９ ６５１ 

確保方策 ７３８ ７２０ ６９９ ６６９ ６５１ 

■確保に向けての対応策 

 こども家庭センターの機能を充実し、必要な支援につなぐことができるよう体制確保を行いま

す。 
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１４．産後ケア事業 

■事業内容 

 出産後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支 

援体制を確保します。 

■令和５年度実績 

 利用者数：実人数 １５人 延べ人数 ４２件 

■量の見込み 

 国の「量の見込みの算出等のための手引き」に基づき、各年の産婦数の見込と令和５年度の利用

実績を用いて算出します。 

（単位：利用延べ 

人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み １３７ １３４ １３０ １２４ １２１ 

確保方策 １３７ １３４ １３０ １２４ １２１ 

■確保に向けての対応策 

 大分県医師会、大分県助産師会と連携しながら、実施施設の確保に努めます。 

 

 

 

 

１３．乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

■事業内容 

 保護者の就労等の有無に関係なく、月一定時間まで保育所等を利用できる制度です。 

対象は、０歳６か月から満３歳未満の未就園児。 

■令和５年度実績 

 令和８年度から事業開始 

■量の見込み 

 国の「量の見込みの算出等のための手引き」に基づき、人口統計と未就園児数を用いて算出した

必要定員数を量の見込みとします。 

（単位：月間利用児童

人数） 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 

量の見込み ０ ９ ９ ９ ９ 

確保方策 ０ ９ ９ ９ ９ 

■確保に向けての対応策 

保育所等の受け入れ状況を把握し、適正な量を確保します。 

 

 

 

 


